
平成２１年度 ｢放課後子どもプラン推進アドバイザー｣派遣実施要項

平成２１年６月１５日 生涯学習政策局長決定

１ 趣 旨

文部科学省の放課後子ども教室推進事業と厚生労働省の放課後児童健全育成事業を一

体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」を実施するに当たっては、両事

業が実施されていることが不可欠であるが、各地域では、人材の確保や実施場所の確保

などの課題を抱え、放課後子ども教室推進事業の実施に至っていない地方が多い。また、

放課後子ども教室を実施している自治体においても、厚生労働省の放課後児童クラブと

の調整や連携を課題として抱え、円滑に連携が進んでいない自治体も有る。

このため、放課後子ども教室を円滑に実施するため、課題を抱えている自治体に的確

な助言を行う有識者等を「放課後子どもプラン推進アドバイザー（以下、「アドバイザ

ー」という。）」として文部科学省に登録し、自治体の求めに応じ派遣し、課題解決を図

る。

２ 対 象

都道府県又は市町村からの求めに応じ派遣する。市町村等から委託を受けて事業を実

施している団体等が派遣を希望する場合は自治体を通じて申請を行うこととし、派遣の

際も自治体が立ち会うなど、自治体が中心となって受入れを行うこと。

３ 内 容

放課後子ども教室の実施に当たり、有識者等の助言を希望する内容とし、具体的には

以下のような相談が考えられる。また、派遣を希望する相談内容は、文部科学省の放課

後子ども教室推進事業として現在行われている事業に関する相談又は今後本事業の活用

を見込んでいる内容であること。

・事業実施前の検討事項について

・事業に協力頂く地域の方や実施場所の確保方策について

・望ましい活動内容について

・子どもの安全確保方策について

・経済的な事業運営について

・放課後児童クラブとの連携・調整について など

なお、各自治体における大会や研修会等において単に講演を依頼する内容など、直接

的に課題解決を図るための相談と認められない内容は対象としない。

４ 派遣者

別紙『「放課後子どもプラン推進アドバイザー」一覧』に掲載されている中から、派

遣希望自治体が希望するアドバイザー１名を要請する。（第２希望まで申請可能）

５ 派遣期間

平成２１年８月２４日（月）～平成２２年２月２８日（日）



６ 派遣の流れ

（１）派遣を希望する自治体は、「放課後子どもプラン推進アドバイザー｣派遣申請書（様

式１）を派遣を希望する日の１ヶ月前迄に文部科学省生涯学習政策局放課後子ども

プラン連携推進室へ提出する。なお、提出は１．郵送（押印のあるもの）によるも

の（必須）の他、２．E-mailにより行うものとする。

（２）文部科学省は、予算の範囲内において、自治体から提出された派遣申請書の内容

をもとに、アドバイザーと調整を行い、派遣するアドバイザー及び派遣する自治

体を選定する。なお、申請の内容等により、自治体とも調整のうえ、希望と異な

るアドバイザーを派遣する場合もある。

（３）文部科学省は、選定された自治体とアドバイザーの日程調整を行い、最終的に派

遣先自治体を決定し、派遣先自治体に対し決定通知書（様式２）を送付する。

（４）派遣先自治体は、派遣決定後、すみやかにアドバイザーと詳細の日程や相談内容

等についての打ち合わせを行い、受け入れ態勢を整える。

（５）文部科学省は、派遣にあたり、アドバイザー、派遣先自治体双方からの意見を聴

取し、可能な限りアドバイザーの専門性を活かし、派遣先自治体の要望を実現す

るとともに、本事業のねらいを実現するための調整を行う。

（６）アドバイザーは、派遣終了後速やかに「相談等結果報告書」（様式３）を文部科

学省へ提出する。派遣先自治体は、派遣終了後、派遣年度の３月１０日までに「派

遣効果報告書」（様式４）を、文部科学省へ提出する。

（７） 文部科学省は、提出された「相談等結果報告書」及び「派遣効果報告書」を精

査し、自治体へ情報提供を行う。

７ 派遣申請期間

平成２１年８月１０日（月） ～ 平成２２年１月２９日（金）必着

８ その他

（１）講師への旅費、謝金等の支出については、文部科学省が行う。

（２）派遣先自治体は派遣効果の普及のために、積極的に報道機関への周知や、各種

会議での報告等を行うことに努めることとする。

【本件問い合わせ・派遣申請提出先】

文部科学省生涯学習政策局

放課後子どもプラン連携推進室

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2

電話：03-5253-4111(内線3260、3261)

FAX：03-6734-3281

E-mail：ibasyo@mext.go.jp

URL：http://www.houkago-plan.go.jp/
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